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研究成果の概要（和文）： 
 中国と台湾の中小製造企業のビジネス・ネットワークは、国という文化的要素によって違い
が生じたのではなく、むしろ、それぞれの産業構造と経済発展状況に大きく影響されるという
ことが今回の調査で明らかになった。今回の調査で発見したものの中に特に注目すべきなのは、
これらの中小製造企業は自分が所属する産業において、どれくらいのビジネスチャンスがある
かによって、取引関係の安定性が変化するという点である。これは、1980 年代以来、企業間取
引研究の主流となった「取引コストの節減」研究が主張した「安定的な取引関係の維持」に対
するアンチテーゼである。そして、この発見によって、本研究が引用した「複雑系ネットワー
ク論」にある「構造的空隙」と「創発」といった 2 つの概念が証明された。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The difference between Chinese and Taiwanese SME Manufacturers’ business networks 
are not from the cultural factors but from the industry structures and the economic 
developing situations. The most important finding is the new business chances in a certain 
industry will make the SME manufacturers become opportunistic. This is an antithesis to 
the “stable business relationship keeping”, one of the main claims from “transaction cost 
reduction” viewpoint in the B2B field. And also the concepts “structural hole” and 
“emergence” are verified by this finding. 
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１．研究開始当初の背景 
  中小企業は規模の小ささと経営資源の少
なさといった制限によって、経営学やマーケ
ティング研究では、中小企業を受け身的な存

在として捉えてきた。特に、80 年代後半から
研究の主流となった「取引費用節減」パラダ
イムの影響によって、議論の中心は中小企業
と大手企業の間の安定的なビジネス関係の



維持に置かれた。一方、これらの中小企業の
ビジネス・ネットワークについて議論する際、
論点もまた「経営者個人の人脈」に置かれた。
しかし、これらの論点はどちらも論理的発展
性が乏しいと思われる。中小企業、とりわけ
規模の小さな製造企業の今後発展を論理的
に研究するために、本研究を計画した次第で
ある。 
 2000 年代以降、大手企業でさえも倒産する
ことが起きうるので、従来中小企業が大手企
業のビジネス・ネットワークに組み込めば順
調にいくという保証も危うくなり始めた。そ
のため、中小企業にとって、大手企業に対す
る一方的な依存関係の重要性が次第に薄れ、
その代わりに既存のビジネス・ネットワーク
にコミットしながら、自らイノベーションを
起こし、将来の道を切り開いていく必要性が
生じた。この考え方によって、本研究は中小
製造企業のイノベーティブな活動に着目し
たわけである。 
 本研究が依拠する理論は「複雑系ネットワ
ーク論」である。その中、企業のイノベーテ
ィブな活動を説明するのに「構造的空隙
(structural hole) の 発 見 」 と 「 創 発
(emergence)」といった 2 つの概念を引用す
る。ネットワーク論を経営学の分野に応用す
る動きは 80年代から既に始まった。その後、
インターネットの普及とともに、ネットビジ
ネスや「関係性マーケティング」まで発展し
た。しかし、一般ネットワーク理論とこれら
の応用の間には、関係はあるものの、その展
開は必ずしもネットワーク論の真髄をつか
んでいるとは限らない。なぜなら、ネットワ
ーク論が強調するのは、単にノッド同士のつ
ながりだけでないからである。ノッドはネッ
トワーク全体における自分の位置づけによ
って、「ポジション」という要素が決められ
る。しかし、ノッドはネットワークの中には
められている存在ではなく、「自主性」を持
つことが出来る。そして、この「自主性」を
生かしながら、自分の「ポジション」を変え、
再びネットワークに「同調化」するといった
一連の要素がある。これらの要素を本研究に
取り入れ、経営学分野に対するネットワーク
論の応用をさらに精緻化したいと考えてい
る。 
 
２．研究の目的 
  本研究の目的は、台湾と中国における中小
製造企業の経営戦略を理論的に検証するこ
とである。特に成長を目指す中小企業のイノ
ベーティブなマーケティング活動に注目し
たい。 
 この調査を通じて、前述した研究背景に明
らかになった問題点を解決し、経営学分野で
のネットワーク論の応用に貢献したいと考
えている。 

 
３．研究の方法 
 本研究の展開方法として、3つの部分に分
けられる。 
 まず、ネットワーク論に関する既存研究と
文献をレビューし、検証に必要な仮説と説明
する概念の抽出を行う。 
 2 つ目の部分は文献レビューで得た仮説を
検証するために、台湾と中国において、中小
製造企業を対象に質問票調査を行う。 
 最後に、質問票調査の結果から、突出的な
企業にインタビューをし、ケーススタディと
して定量調査で失いがちなディテールを補
う。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果として、主に下記の４つにま
とめることが出来る。 
 
(1)中小企業のビジネス・ネットワークに関
する既存研究の理論的問題点発見 
 
ネットワーク理論を中小企業の研究に応

用した際、既存研究の焦点はネットワーク構
築の効率性とそれによるアウトプットにあ
る。簡単に言えば、ビジネス関係をどのよう
に構築し、そして一旦構築した関係を長期的
に維持すると言ったことである。これらの考
えは Williamson (1975, 1985)が提案した取
引費用削減のパラダイムはこの研究の代表
格である。 
 しかし、社会ネットワークの理論研究では、
ネットワークの形成は、情報伝達の効率性を
もたらす反面、情報自体から発生する価値を
損なうというトレードオフな関係があると
いう。わかりやすく言えば、ネットワークに
繋がれたノッドの間には、情報の交換が効率
よく行われるが、しかし情報の共有により、
重複性と冗長性が生じ、情報から生み出す価
値が次第に低下するという現象である。既存
のビジネス・ネットワーク研究では、ネット
ワークの構築がもっとも重要視されてきた
ため、このような側面にたいして、あまり注
意を払ってこなかった。 
 この問題意識に基づいて、本調査はまず文
献レビューおよび日本で入手できたデータ
に基づいて、次の研究課題を明らかにした。
それは、つまり、中小製造企業は積極的に価
値を生み出すために、ネットワークの制約を
受けながら、いかにイノベーティブなマーケ
ティング活動を起こすかということである。
この研究課題を究明するために台湾と中国
で質問票調査およびディープスインタビュ
ーを行った。この段階での調査結果をまとめ
れば、次の通りになる。 
産業財マーケティングの分野では、ネット

ワーク理論を応用した研究は数多く存在す



る。その議論の多くは、安定的な取引関係を
構築するためにネットワーク理論を引用し
たのである。その論拠は、ネットワークの密
度を高め、そこから同質的な情報利益を得る
という理屈である。言い換えれば、ルーチン
になりやすい産業財の取引を安定的なネッ
トワークで提供する。そして、この安定的な
取引のネットワークは、リンクの密度を高め
る こ と で 維 持 す る 。 理 論 の 面 で は 、
Williamson が主張した取引費用の節約は、ま
さに高密度ネットワークにおけるノードの
アクセスビリティや同質的な情報利益の反
復入手と関係する。そして、実務の側面では、
日本で入手したデータで見てきたように、異
なる競争状況に直面する３つの営業所が安
定的な取引関係を確保するために、違う取引
パターンを展開してきた、といったことが分
かった。 

しかし、ネットワーク理論の検討からは、
次の 2点がわかった。１つは、ネットワーク
の効率性を取引コストだけで測定すること
は不当である。安定的な取引関係によって取
引コストが節約できても、その安定的な関係
を維持するには別途コストがかかる。そして、
この安定的な取引関係から同質的なネット
ワーク利益しか得られない場合、コスト対パ
フォーマンスの計算ではその効率性が必ず
しも成立しない。もう１つは、真のネットワ
ーク利益を生み出すために、構造的空隙を発
見し、それを埋める必要がある。そのため、
従来の研究が強調したように、取引関係の安
定性を高める論調は必ずしも適用されない。
特に密度の高い取引関係では重複性が高く
なるため、創造的なネットワーク利益を創出
できない。実際に日本で入手したデータでは、
もっとも高いネットワーク密度をもつサン
プルの営業業績がもっとも低かったという
結果が得られた。その主な原因は重複性の高
い取引関係にあると考えられる。 
  
(2)仮説の確立 
 今までの中小企業に関する研究では、中小
企業の経営的特長をネガティブに捉えてき
た。特に市場環境に対する日和見的な展開に
ついて、評価が低かった。しかし、それは大
企業のマーケティング戦略を優先に考えた
ときの見方である。つまり、長期的目標を立
てて、計画的に展開した大企業のマーケティ
ング活動に対して、中小企業のマーケティン
グ活動は非常に短期的で変わりやすい。問題
は、経済環境が不安定になった状態では、長
期目標が立てにくいため、むしろいままで軽
視されてきた短期志向の戦略が却って環境
の変化に柔軟に対応できるのではないかと
考えられる。しかし、このままで結論にして
しまえば、大きな語弊になる恐れがある。つ
まり、ここで重要なのは戦略の長期・短期的

な視点の議論ではない。むしろ、注目すべき
なのは価値創造のために経営者のもつ知識、
状況から商機を判断する能力といったこと
である。これらの能力を備えることによって、
ビジネス・ネットワークにおいてイノベーテ
ィブなマーケティング活動を起こし、ネット
ワークを変容させて、環境に順応していくの
である。 
しかし、二重構造論の考えでは中小製造企

業は大企業の下請けになり、サプライチェー
ンのなかに固く組み込まれているという。下
請けになった中小製造企業は比較的に自社の
マーケティング活動を重視しなくなる。しか
し、大企業の下請けになるのを避け、自社の
マーケティング活動を積極的に展開しようと
する中小製造企業もある。これらの中小企業
がマーケティング活動を展開する際、どのよ
うな要素をよく利用するか、それを検証する
のがこの調査のもう1つの目的である。 
以上の理由で、次の5つの仮説が立てられた。 
仮説1：中小製造企業は、生産財の購入及

び供給といった目的によって各マーケティン
グ要素に対する重視の度合いが異なる。 
  もし目的によってマーケティング要素に

対する重視の度合いが異なるなら、その違い
がどうなっているのか？ 

仮説2：生産財の取引において、中小製造
企業は、取引状況（購入・提供）及び取引対
象の性質（一般部品、特注部品、機械・設備、
サービス）によって重視するマーケティング
要素が異なる。 

もし取引される製品の性質によって重視
されるマーケティング要素が異なるなら、そ
れぞれのタイプの製品の取引において、比較
的に重視されるマーケティング要素はどれな
のか？ 

仮説3a：生産財の取引において、中小製
造企業が重視するマーケティング要素は、自
社が扱う製品の性質に影響される。 

仮説3b：生産財の取引において、中小製
造企業が重視するマーケティング要素は、サ
プライチェーンにおける自社のポジションに
影響される。 

仮説3c：生産財の取引において、中小製
造企業が重視するマーケティング要素は、会
社規模の大きさ（従業員人数）に影響される。 

仮説4a：生産財の取引において、中小製
造企業が考えた競争優位性要素は、自社が扱
う製品の性質に影響される。 

仮説4b：生産財の取引において、中小製
造企業が考えた競争優位性要素は、サプライ
チェーンにおける自社のポジションに影響さ
れる。 

仮説4c：生産財の取引において、中小製
造企業が考えた競争優位性要素は、会社規模
の大きさに影響される。 
  仮説5a：過去3年間の業績の増減は、自社



が扱う製品の性質に影響される。 
仮説5b：過去3年間の業績の増減は、サプ

ライチェーンにおける自社のポジションに影
響される。 

 仮説5c：過去3年間の業績の増減は、会社
規模の大きさに影響される。 

 仮説5d：過去3年間の業績の増減は、中小
製造企業が想定した競争優位性要素に影響さ
れる。 

以下では、これらの仮説を台湾と中国で質
問票調査を通じて実証する。 

 
(3)質問票調査の結果 
 
Ａ．台湾編 
 2011 年 2月 10 日から 3月 20 日まで、台湾
の中小製造企業名簿から 1363 件の中小製造
企業を選び、調査会社に調査を依頼し、人員
による電話及び訪問調査を行った。最終的に
102 件のデータを収集した。有効回答率は
7.5％。サンプルの簡単なプロフィールは表 2
の通りである。ここでの中小製造企業の定義
は、下請けではない従業員人数が 50人以下、
部品、機械の製造、及びこれらの製品に付随
するサービスの提供を行う企業に限定する。 
 実証の結果、仮説 3a と 3c を除いて、すべ
ての仮説には有意差が出なかった。 
 質問票の統計結果から発見したことは下記
の通りである。 
 
1．台湾の中小製造企業が生産財を取引す

る際、各マーケティング要素に対する重視の
度合いは立場の違いによる顕著な差がない。
特に価格という要素について、どの製造企業
もかなり重視しているようである。これは生
産財の購買意思決定において、より合理性が
求められているという一般的な見解と一致
する。 

一方、売買の立場でグループ分けをして、
各マーケティング要素に対する回答者の重
視度合いの平均値を見れば、価格の要素を除
いて、残った 7つの要素について、売り手企
業のほうがより重視するという結果がわか
った。これは、生産財製造企業が購入する企
業より、積極的にマーケティング活動を行お
うとした意志の表れと考えられる。そして、
「価格」という要素は企業の立場を問わず直
接的に企業の業績に影響するため、マーケテ
ィング的要素として重要視はされるが、攻め
る手段として積極的に利用されないのも検
証結果からわかった。 

 
2．全体から見ればそれぞれのマーケティ

ング要素に対する重視の度合いは購入する
製品の性質によって顕著な差が認められな
かった。しかし、個別の製品ジャンルを見れ
ば、比較的に重視されるマーケティング要素

がある。 
 
3．過去 3 年間業績が増加と減少したグル

ープにおいて、すべての競争優位性要素は統
計的に有意差が発見されなかった。しかし、
業績がキープされたグループに限って、「技
術」、「納期の長さ」、「時間通りの納入」とい
った 3つの要素だけが統計的に有意差を見せ
た。これらのことが意味するのは、中小製造
企業が想定した自社の競争優位性は業績に
対して必ずしもポジティブな影響がない。し
かし、業績の悪化を食い止めるには「技術水
準を抑え」、「納期の短縮」、「時間通りの納入」
といった対策をとった方が有効であろうと
考えられる。そして、過去の 3年間において
業績が成長したグループの中で、規模の大き
い企業が小さい企業より多いという結果が
わかった。この発見からいえるのは、中小企
業の間、規模を拡大することによって業績の
向上に繋がる可能性が高くなる、ということ
である。さらに、「過去の取引関係」と「他
社の採用実績」がプラス成長の業績をもたら
したということがわかった。回帰係数の値を
見れば、台湾の中小製造企業が業績を上げる
のに、長期的な取引関係をキープするよりは、
むしろ関係をどんどん変えていった方が有
利のように見える（-37.426）。逆に他社の採
用実績をどんどん増やしていた方が業績の
向上に繋がる傾向が見られる(21.551)。 
  
Ｂ．中国編 
 今回の調査は上海の中小製造企業を中心
に展開した。2011 年 5 月 20 日から 6月 20 日
までと 10 月 20 日から 11 月 30 日までの 2回
に分けて行った。回答企業の斡旋と質問票の
配布と回収は現地の調査会社に依頼した。
248部の質問票を配布し、125部を回収した。
不完全回答の質問票を除き、最終的に 70 サ
ンプルが得られた。有効回答率は 28％。回答
企業の選定基準は、物販、OEM 及び下請けを
除き、原材料、部品、機械の製造、及びこれ
らの製品に付随するサービスの供給を行う
企業に限定する。計画では規模を 50 人以下
に限定したが、上海では 50 人以下の零細規
模の企業が少ないため、規模を 100 人までに
引き上げた。台湾のサンプルでは規模を 50
人までと設定したが、この 2つの規模の違い
は、生産財購買の意思決定に影響しないと判
断したので、集まったデータで比較分析を続
行した。結果として、102 サンプルの台湾中
小製造企業の中で約 4分の 1の企業の業績が
下落している。それに対して、70 サンプルの
中国中小製造企業のうち、業績が下落したの
はただ 2社のみである。変化率を見ても、20%
以上変化している中小製造企業は台湾のほ
うが多かったということが分かる。そして、
実証データの統計分析結果から次のようか



ことがわかった。 
 

1．中国の中小製造企業は、「技術」、「納期
の長さ」、「ブランドイメージ」といった 3つ
の項目に有意差が認めた。そして、この 3つ
のマーケティング要素について、中国の中小
製造企業も台湾の中小製造企業と同じよう
に供給する際いっそう重視する。 

8 つのマーケティング要素に対する台・中
の中小製造企業のマネージャの優位性評価
に有意差が出たのは、「価格」、「品質」と「時
間通りの納品」といった 3つである。 

 
2．業績の変化とマーケティングの優位性

との関係について、中国の 70 サンプルの中
で、全く変化がなかったのはわずかに 5社だ
けである。これらの結果からは、今回調査し
た中小製造企業の中で中国においての取引
関係が比較的に不安定であることが分かっ
た。しかし、これらの取引関係の変化パター
ンに対して、優位性として評価された 8つの
マーケティング要素には統計的有意差がえ
られなかった。 
 

3．「一般部品」、「特注部品」、「機械・設備」
および「サービス」を取引する際共通のマー
ケティング要素は「ブランドイメージ」であ
る。特に製品を他社に提供する際に強く強調
するという結果がわかった。その理由は 2つ
ある。1 つは、中小製造企業にとって、規模
の小ささと経営資源の制限により、あまり販
促費用をかけられないケースが多い。そのた
め、大手企業に比べて知名度も信頼性も低い。
このような状態の下で、新規顧客を開拓する
際、自社製品の価格や品質など具体的な側面
を強調するだけでは不十分である。相手企業
が生産財を購入する際、自社製品を相手企業
の検討対象にさせるために自社のブランド
イメージの力を借りなければならない。そし
て、もう 1つの理由は取引関係の維持と関係
する。製造企業にとって、生産財は生産のた
めに必要なものなので、コンスタントに購入
することが多い。そのため、多くの生産財製
造企業は一度築いた取引関係をできるだけ
長く持続させたい。この取引関係の維持は、
逆にブランドイメージの構築に寄与する。特
に新規顧客にとって、これから取引をしよう
とする企業はこれまで他のどの企業と取引
をしてきたのか、そしてその取引関係が維持
されているかどうかはその企業の信頼性を
判断する材料となる。 

 
４．競争優位性として、8 つのマーケティ

ング要素に対する回答企業の自己評価では、
「価格」、「品質」と「時間通りの納品」とい
った 3つの項目に対して、中国の中小製造企
業は台湾の中小製造企業より高くマークし

た。かつて中国が「世界の工場」と呼ばれる
理由の一つは、安い人件費にある。近年、中
国の人件費も高騰したが、大量受注によるコ
ストを抑える働きは依然として可能である
ため、中国の中小製造企業が「価格」につい
て競争優位性を感じるということは理解で
きる。 
一方、多くの海外企業が生産拠点を中国に

移転したことは、中国製品の品質に貢献した
と考えられる。そして、この品質の向上とと
もに海外企業の要求に応えるために製品の
納期に対するスケジュール管理もしっかり
するようになった。人件費の高騰により、中
国に生産拠点を移設した一部の海外企業は
さらに生産コストの安い国に拠点を移した。
しかし、経済発展の状況および外資を受け入
れる歴史の長さにより、新しく開拓された発
展途中国は「価格」の側面で優位性があるか
もしれないが、技術や管理体制がまだ未熟が
ために、「品質」や「納期」などの側面は中
国のそれに負けてしまうのである。 
 
5．業績の増減に対する取引関係の変化パ

ターンの影響を測定するに当たって、関係変
化のパターンに基づいて分類し ANOVAを行っ
た。結果として、台・中のサンプルとも取引
関係の変化パターンの間に、統計的に有意差
が発見されなかった。これは取引関係の変化
が業績の変化に関与しないという意味では
ない。むしろ、業績増減に対して、どの取引
関係の変化パターンとも影響を与える可能
性があるということを意味するのである。言
い換えれば、この結果は関係性を重視する既
存研究が主張したような「安定した取引関係
だから業績が高くなり、変化した取引関係が
業績の低下をもたらす」という図式へのアン
チテーゼである。取引関係と業績の因果関係
は産業の構造、特に取引において代替可能な
企業の数によって変化する。今回の調査結果
では、中国のサンプルは台湾のサンプルより
取引関係が不安定であるが業績が高かった。
その背景には中国経済の好景気と関連する
だろうと推測することができる。 
 
以上の結果をまとめると、次のようなこと

がわかった。今回の調査では、台湾の中小製
造企業より中国の中小製造企業の業績がよ
かった。そして、取引関係についても、中国
企業のほうが活発に変化を起こしている。生
産財の取引に関しても、台・中の中小製造企
業の間に考慮するマーケティング要素には
若干の差異が見られた。しかし、自社製品を
他社に提供する際、双方の製造企業ともブラ
ンドイメージを重視する。台・中の中小製造
企業の業績変化は競争上の理由によるもの
ではなく、産業全体の発展状況によるもので
あろう。特に中国の場合、近年の急速な経済



成長は多くの産業に利益を得るチャンスを
もたらした。これらのチャンスが新規参入者
を誘致し、既存の企業に取引する相手として
新たな選択肢を与えた。そして、これらのこ
とは最終的企業間の取引関係に変化をもた
らした。 

 
(4)インタビュー 
 
 ビジネス・ネットワークにおいて、中国と
台湾の中小企業のマーケティング活動を比
較するために、上記の質問票調査を行ってき
た。しかし、定量調査は全体状況の把握が出
来ても、これらの企業が展開したマーケティ
ング活動の背後にある文脈性の高い原因究
明には不向きである。この欠点を補うため、
今回の調査では、インタビューに協力出来る
企業を募り、これらの企業が展開したマーケ
ティング活動に、特に新しい可能性を求める
ために従来のビジネス・ネットワークから積
極的にはみ出す活動に対して、ケーススタデ
ィをアレンジした。その詳細について、別途
論文で整理する。 
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